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■図表１―５２ 学校における特別支援教育体制整備状況
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資料：文部科学省

■図表１―５３ 特別支援教育総合推進事業
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障害のある幼児児童生徒への支援を行う「特別支援教育支援員」
について

小・中学校の通常学級にも障害のある児童生徒が在籍しています。発達障害のある児童
生徒は、通常学級において、全児童生徒の約６％の割合で存在することが指摘されていま
す。また、特に平成１４年度からの認定就学制度（※）の開始や、平成１８年度より通級によ
る指導の対象に新たに LD・ADHDが加えられたことなどにより、特別な支援を必要とす
る児童生徒の数は増加しています。
このような状況を踏まえ、平成１８年に行われた学校教育法等の一部改正における大きな
ポイントとして、特別支援学校制度の創設等と並び、小・中学校等において教育上特別の
支援を必要とする児童生徒に対して、障害による学習上又は生活上の困難を克服するため
の教育を行うことが新たに位置付けられました。
これまでも、通常の小・中学校に在籍する障害のある児童生徒に対しては、都道府県や
市町村の独自予算により、介助員、学習支援員などの名称で外部人材を活用し、学校教育
活動上の日常生活の介助（食事、排せつなどの補助、車椅子での教室移動補助など）や、
学習活動上の様々なサポート（LDの児童生徒に対する学習支援、ADHDの児童生徒等に
対する安全確保など）が行われてきました。
平成１９年度からはこのようなサポートを行う外部人材について「特別支援教育支援員」
として、その配置に必要となる経費について、地方財政措置されているところです。
また、公立小・中学校に加え、平成２１年度からは公立幼稚園まで対象が拡充され、さら
に、平成２３年度においては公立高等学校まで拡充されています。

※特別支援学校に就学する程度の障害がある児童生徒について、小・中学校において適切な教育
を受けることができる特別の事情がある場合には、小・中学校に就学することができる制度
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■図表１―５４ 障害児保育の実施状況推移

（３）障害児保育の推進

厚生労働省においては、障害の程度が中程
度である児童の受入れを促進するため、昭和
４９年度より障害児保育促進事業において保育
所に保育士を加配する事業を実施してきた。
当該事業については、事業開始より相当の年
数が経過し、保育所における障害のある児童
の受入れが全国的に広く実施されるように

なったため、平成１５年度より一般財源化した
ところであるが、市町村においては引き続き
積極的な受入れが実施されている。
このほか、厚生労働省においては、障害の
ある児童を受け入れるに当たりバリアフリー
のための改修等を行う事業や、障害児保育を
担当する保育士の資質向上を図るための研修
を実施している。

（４）放課後児童クラブにおける障害
のある児童の受入推進

共働き家庭など留守家庭のおおむね１０歳未
満の児童に対して、放課後等に適切な遊びや
生活の場を与える放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）における障害のある児
童の受入れを促進するため、厚生労働省にお
いては、平成１３年度より、障害のある児童を
受け入れるクラブに対して、受入れに必要な
経費を運営費に上乗せ補助し、支援を行って
いる。障害のある児童の受入れ数の増加等に
伴い、２０年度より、多様化する障害の種別や

程度に適切に対応できる指導員の確保とその
資質向上を図るため、市町村の責任の下に専
門的知識等を有する指導員を各クラブに配置
する補助方式へと改め、更なる受入推進を
図っている。

２．専門機関の機能の充実と多様化

（１）特別支援学校における教育支援
体制の整備

ア 障害の重度・重複化への対応
近年、特別支援学校に在籍する幼児児童生
徒の障害の重度・重複化が進んでおり、一層


